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東青地区の学校配置等に関する 

基本的な方向性（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年１０月２３日 

 

 

 



 

 

１ 背景 

（１）地理的状況 

  ○ 東青地区は、青森市、平内町、今別町、蓬田村、外ヶ浜町の１市３町１村で構成

されている。鉄道等の状況は、東北新幹線、ＪＲ奥羽本線、ＪＲ津軽線・津軽海峡

線、青い森鉄道が交わる交通の要衝となっている。 

 

（２）産業動向 

  ○ 経済活動別構成では、県全体と比べると、卸売・小売業やサービス業の割合が高

く、農業や製造業の割合が低くなっている。 

 

２ 学校規模・配置の状況 

（１）全日制課程の配置状況 

  ○ 第３次実施計画最終年度である平成２９年度における全日制課程の県立高等学校

の配置は、青森市に普通科が６校、工業科が１校、商業科が１校、総合学科が１校、

平内町に普通科の校舎制導入校が１校、今別町に普通科の校舎制導入校が１校の計

１１校の予定である。 

  ○ また、学校規模は、１学年当たり７学級が３校、６学級が４校、５学級が１校、

２学級が１校、１学級が２校で、東青地区における平均学級数は４．９学級となる

予定である。 

    

 

（２）定時制課程・通信制課程の配置状況 

 ○ 平成２９年度における定時制課程の県立高 

  等学校の配置は、青森市に普通科の３部制が 

  １校、工業科が１校の計２校の予定である。 

  ○ また、通信制課程の県立高等学校の配置は、 

   青森市に普通科が１校の予定である。 

 

 

   

 

 

 

〔 各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（ 第３ 次実施計画よ り ）
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※平成２ ９ 年度の学級数は、 県立高等学校教育改革第３ 次実施計画【 後期】 によるも の。
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（平成２７年４月１日現在の学校配置状況） 
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３ 今後の中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

（１）中学校卒業者数の推移 

  ○ 東青地区の平成２９年３月の中学校卒業者数は、２，９０７人となる見込みで、

第３次実施計画前の平成２０年３月と比較して、３５５人減少している。 

○ 今後も生徒数は減少し、平成３９年３月には２，１９３人（平成２９年３月比７

１４人減）になるものと見込まれている。 

 

（２）全日制課程の学級数の見込み 

 ○ 平成２９年度の東青地区全体の学級数は５４学級であるが、平成３９年度には１

３～１５学級減少し、３９～４１学級になるものと見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〔 中学校卒業（ 予定） 者数と 学級数の推移〕

（ 人） 第３ 次実施計画【 後期】

H29までの増減（ 対H25）

△51人

0cl

H39までの増減（ 対H29）
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△13CL～△15CL
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学　 　 　  級 　 　 　 数

※中学校卒業( 予定) 者数は、 各年３ 月。

　 平成２ ８ 年度以降は、 県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

（ 学級）

H25までの増減（ 対H20)

△304人

△8cl

第３ 次実施計画【 前期】

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 3,262 3,268 3,357 3,097 3,133 2,958 3,016 2,941 2,903 2,907 2,825 2,594 2,602 2,374 2,461 2,455 2,306 2,251 2,304 2,193

学級数 62 61 62 57 57 54 55 54 54
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４ 学校配置等の方向性 資料３のＡ 

（１）全日制課程の配置等の方向性 

  ① 普通科等 

○ 東青地区においては、普通科等の重点校を設置することが望ましい。 

また、重点校に併設型中高一貫教育の導入を検討する場合は、導入の目的を明

確にする必要がある。 

○ 外国語科及びスポーツ科学科については、設置目的や進路志望の達成状況など

を改めて見極め、その在り方を検討する必要がある。 

 

  ② 職業教育を主とする専門学科 

○ 東青地区においては、工業科及び商業科の拠点校を設置することが望ましい。 

 

③ 総合学科 

○ 東青地区の中学生にとって、総合学科は、普通科、工業科、商業科と並ぶ選択

肢としての役割を果たしており、今後も配置することが望ましい。 

  なお、系列については、生徒数の急激な減少や生徒のニーズを踏まえ、見直し

を検討する必要がある。 

   

④ 異なる複数学科を有する高等学校の設置 

○ 東青地区における学科の選択肢を維持するため、異なる複数学科を有する高等

学校の設置について、検討する必要がある。 

 

（２）定時制課程・通信制課程の配置等の方向性 

○ 定時制課程・通信制課程については、現在の配置を基本とすることが望ましい。 

○ 工業科については、生徒の志願・入学状況を踏まえ、その在り方を検討する必要

がある。 

 

（３）学校配置に当たっての留意点 

○ 東青地区の学校配置に当たっては、北海道新幹線開業後の公共交通機関等の通学

環境に配慮する必要がある。 

 

  

３ 

 



 

５ その他（主な意見） 

○ 重点校の取組の例として考えられるスーパーグローバルハイスクール、スーパー

サイエンスハイスクールはあくまでも国の事業なので、指定されないことも想定し、

県の事業として体制を整備する必要がある。 

○ 東青地区では、普通科と職業教育を主とする専門学科の募集割合を大きく変える

必要はない。 

○ 高等学校教育の役割には、高等学校でしか体験できないことを通して社会性を身

に付けさせるという側面もあることから、ある程度の学校規模は必要である。 

○ 小規模校だからこそできる取組もあり、そのような視点も大切にして欲しい。 

○ 少人数での高等学校教育の環境が生徒たちにとって如何にマイナスであるかを説

明する必要がある。 

○ 高等学校教育を受ける機会の確保のため柔軟な学校配置を考慮しながらも、高等

学校を集約する必要がある。 

４ 

 



 

 

資料４ 

青森県立高等学校将来構想検討会議地区部会（第６回）資料 

 

 

 

 

 

西北地区の学校配置等に関する 

基本的な方向性（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年１０月２６日 

  

 

 



 

１ 背景 

（１）地理的状況 

○ 西北地区は、五所川原市、つがる市、鰺ヶ沢町、深浦町、板柳町、鶴田町、中泊

町の２市５町で構成されている。鉄道等の状況は、ＪＲ五能線、津軽鉄道が生活路

線となっている。 

 

（２）産業動向 

○ 経済活動別構成では、県全体と比べると、農業や建設業、政府等サービス業の割

合が高く、製造業や運輸業、情報通信業の割合が低くなっている。 

 

２ 学校規模・配置の状況 

（１）全日制課程の配置状況 

○ 第３次実施計画最終年度である平成２９年度における全日制課程の県立高等学校

の配置は、五所川原市に普通科が２校、農業科が１校、工業科が１校、つがる市に

総合学科が１校、鰺ヶ沢町に普通科が１校、深浦町に総合学科の校舎制導入校１校、

板柳町に普通科が１校、鶴田町に普通科が１校、中泊町に普通科が１校の計１０校

の予定である。 

○ また、学校規模は、１学年当たり５学級が１校、４学級が３校、２学級が４校、

１学級が２校で、西北地区における平均学級数は２．７学級となる予定である。各

校の小規模化が著しいことに加え、一部の学校では入学者数が募集定員を大幅に下

回る状況が継続している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）定時制課程の配置状況 

 ○ 平成２９年度における定時制課程の県立高等学校 

  の配置は、五所川原市に普通科が１校の予定で 

  ある。 
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（平成２７年４月１日現在の学校配置状況） 

〔 各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（ 第３ 次実施計画よ り ）
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※平成２ ９ 年度の学級数は、 県立高等学校教育改革第３ 次実施計画【 後期】 によるも の。
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３ 今後の中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

（１）中学校卒業者数の推移 

 ○ 平成２９年３月の西北地区の中学校卒業者数は、１，３６２人となる見込みで、

第３次実施計画前の平成２０年３月と比較して、２５９人減少している。 

   今後も生徒数は減少し、平成３９年３月には８４７人（平成２９年３月比５１５

人減）になるものと見込まれている。 

 

（２）全日制課程の学級数の見込み 

 ○ 平成２９年度の西北地区全体の学級数は２７学級であるが、平成３９年度には８

～１０学級減少し、１７～１９学級になるものと見込まれる。 

 

 

 

 

 

  

〔 中学校卒業（ 予定） 者数と 学級数の推移〕

（ 人）

中学校卒業( 予定) 者数

学　 　 　  級 　 　 　 数

※中学校卒業( 予定) 者数は、 各年３ 月。

　 平成２ ８ 年度以降は、 県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

第３ 次実施計画【 前期】

H25までの増減（ 対H20)

△112人

△2cl

H29までの増減（ 対H25）

△147人

△5cl

第３ 次実施計画【 後期】 （ 学級）

H39までの増減（ 対H29）

△515人

△８ CL～△10CL

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 1,621 1,689 1,672 1,590 1,551 1,509 1,446 1,424 1,350 1,362 1,286 1,074 1,173 1,045 997 944 972 896 897 847

学級数 34 35 35 33 32 32 29 28 27

0

10

20

30

40

0

500

1,000

1,500
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４ 学校配置等の方向性 資料３のＡ 

（１）全日制課程の配置等の方向性 

① 普通科等 

○ 西北地区においては、普通科等の重点校を設置することが望ましい。 

  なお、重点校の学校規模については、当地区の特性に配慮し、１学年当たり６

学級に満たない場合でも、柔軟に対応する必要がある。 

  また、重点校としての役割を果たすため、単位制の導入について検討する必要

がある。 

○ 理数科については、希望者が減少傾向にあったが、くくり募集により、理数分

野への進学を目指して理数科を希望する生徒が増加しており、学科としての学習

内容を見極め、その在り方を検討する必要がある。 

 

② 職業教育を主とする専門学科 

○ 西北地区においては、農業科の拠点校を設置することが望ましい。 

○ 工業科については、中学生の進路の選択肢として維持するための方策を検討す

る必要がある。 

 

③ 総合学科 

○ 西北地区の中学生にとって、総合学科は、普通科、農業科、工業科と並ぶ選択

肢としての役割を果たしており、今後も配置することが望ましい。 

  なお、系列については、生徒数の急激な減少や生徒のニーズを踏まえ、見直し

を検討する必要がある。 

 

④ 異なる複数学科を有する高等学校の設置 

○ 西北地区における学科の選択肢を維持するため、異なる複数学科を有する高等

学校の設置について、検討する必要がある。 

 

（２）定時制課程・通信制課程の配置等の方向性 

○ 定時制課程については、現在の配置を基本とすることが望ましい。 

 

（３）学校配置に当たっての留意点 

○ 西北地区の学校配置に当たっては、地区の地形の特性を考慮し、五所川原市、つ

がる市に高等学校を配置するとともに、両市の北側及び南側にそれぞれ高等学校を

配置することが望ましい。 

  また、地区の範囲が広いことから、公共交通機関等の通学環境に配慮する必要が

ある。 

  

３ 

 



 

５ その他（主な意見） 

○ 西北地区における併設型中高一貫教育の導入については、生徒数が激減する中にあ

って、市町村立中学校への影響など、課題が多い。 

○ 重点校と重点校以外の高等学校の連携により、重点校以外の高等学校の志ある生徒

も選抜性の高い大学への進学に対応した教育を受けられる環境が期待される。 

○ 現状では、普通科、農業科、工業科、総合学科それぞれが満足できる状態にあるが、

このままでは立ちゆかないというところから議論する必要がある。 

○ 農業科と工業科等が連携した取組、複数の場所に所在する校舎の活用、同一の敷地

内における複数の学科の実習施設の整備等について検討することも考えられる。 

○ 第３次実施計画において、西北地区は統合が行われなかったが、これは西北地区の

地理的な要因のためであり、今後も配慮が必要である。 

○ 地区内の多くの学校が定員割れしている現実や生徒数が現在の６割にまで減少する

ことを考えると、現状の高等学校数を維持することは厳しいと考えられる。たとえ、

学校を残したとしても、教育活動を維持できなくなっていく可能性がある。 

○ 保護者は、学級の生徒数が十数人の学校より、規模の大きい学校に入学させたいと

思っている。 

○ ある程度の進学実績を維持するためには、それなりの生徒数が必要なので、西北地

区の拠点となる学校は、４学級以下にはすべきではない。 

○ 郡部校の中間に学校を新設しても魅力はない。 

○ 高等学校の存続のためには市町村の努力も必要になる。 

○ 地域が、高等学校の存続を希望するのであれば、子どもたちが必ずこの高等学校に

入りたいと思うくらい魅力的にするという気持ちで取り組まなければならない。 

○ 生徒が住んでいる地域だけではなく、生徒の進路希望の動向を見定める必要がある。 

 

４ 

 



 

 

資料４ 

青森県立高等学校将来構想検討会議地区部会（第６回）資料 

 

 

 

 

 

中南地区の学校配置等に関する 

基本的な方向性（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年１０月２７日 

 

 

 



 

 

１ 背景 

（１）地理的状況 

  ○ 中南地区は、弘前市、黒石市、平川市、西目屋村、藤崎町、大鰐町、田舎館村の

３市２町２村で構成され、鉄道等の状況としてはＪＲ奥羽本線、ＪＲ五能線、弘南

鉄道が運行している。 

 

（２）産業動向 

  ○ 経済活動別構成では県全体と比べると、サービス業や不動産業、卸売・小売業な

どの割合が高く、製造業の割合が低くなっている。 

 

２ 学校規模・配置の状況 

（１）全日制課程の配置状況 

 ○ 第３次実施計画最終年度である平成２９年度における全日制課程の県立高等学校

の配置は、弘前市に普通科が３校、工業科が１校、農業科・商業科・家庭科・スポ

ーツ科学科を有する学校が１校、黒石市に普通科・看護科を有する学校が１校、商

業科が１校、平川市に農業科が１校の計８校の予定である。 

○ また、学校規模は、１学年あたり７学級が２校、６学級が３校、４学級が３校で、

中南地区における平均学級数は５．５学級となる予定である。なお、当地区は他地

区よりも職業教育を主とする専門学科の募集割合が高くなっている。 

 

 
 

（２）定時制課程・通信制課程の配置状況 

○ 平成２９年度における定時制課程の県

立高等学校の配置は、平川市に総合学科

の３部制が１校、弘前市に工業科が１校

の予定である。 

○ また、通信制課程の県立高等学校の配

置は、平川市に普通科が１校の予定であ

る。 

 

 

 

〔 各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（ 第３ 次実施計画よ り ）
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6 2406

募集停止
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240
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40 40

弘前中央 6 240

6 2407

240

40
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弘前 7 280

※平成２ ９ 年度の学級数は、 県立高等学校教育改革第３ 次実施計画【 後期】 によるも の。

弘前実業高
藤崎校舎 黒石商業高

黒石高

尾上総合高

柏木農業高

弘前工業高

弘前高

弘前南高

岩木高

弘前実業高

弘前中央高

普通科の高校 

専門学科の高校 

総合学科の高校 

（平成２７年４月１日現在の学校配置状況） 

１ 

 



 

 

３ 今後の中学校卒業者数の推移と全日制課程の学校数の見込み 

（１）中学校卒業者数の推移 

○ 中南地区の平成２９年３月の中学校卒業者数は、２，５４９人となる見込みで、第

３次実施計画前の平成２０年３月と比較して、５７３人減少している。 

○ 今後も生徒数は減少し、平成３９年３月には１，８４３人（平成２９年３月比７０

６人減少）になるものと見込まれている。 

 

（２）全日制課程の学級数の見込み 

○ 平成２９年度の中南地区全体の学級数は４４学級であるが、平成３９年度には９～

１１学級減少し、３３～３５学級になるものと見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〔 中学校卒業（ 予定） 者数と 学級数の推移〕

（ 人）

※中学校卒業( 予定) 者数は、 各年３ 月。

　 平成２ ８ 年度以降は、 県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

（ 学級）

中学校卒業( 予定) 者数

学　 　 　  級 　 　 　 数 △5cl

H29までの増減（ 対H25）

△301人

△6cl

H39までの増減（ 対H29）

△706人

△9CL～△11CL

第３ 次実施計画【 後期】第３ 次実施計画【 前期】

H25までの増減（ 対H20)

△272人

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 3,122 3,067 3,150 2,838 2,893 2,850 2,717 2,570 2,555 2,549 2,358 2,374 2,210 2,065 2,129 1,984 1,959 1,875 1,798 1,843

学級数 55 55 55 51 51 50 48 45 44
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学級数は全日制課程における推移を表したもの 

２ 

 



 

４ 学校配置等の方向性 資料３のＡ 

（１）全日制課程の配置等の方向性 

  ① 普通科等 

○ 中南地区においては、普通科等の重点校を設置することが望ましい。 

  また、重点校に併設型中高一貫教育の導入を検討する場合は、弘前大学や弘前

市教育委員会と協議する必要がある。 

○ スポーツ科学科については、中学生のニーズと合致しており、引き続き設置す

ることが望ましい。 

 

② 職業教育を主とする専門学科 

○ 中南地区においては、工業科の拠点校を設置することが望ましい。 

○ 中南地区の複数校に設置している農業科と商業科については、生徒数の急減な

減少を見据え、集約化を検討する必要がある。 

○ 看護科と家庭科については、中学生の進路の選択肢として引き続き設置するこ

とが望ましい。 

 

  ③ 総合学科 

 ○ 中南地区においては、既存の学科を総合学科に改編するよりも、専門性を確保

することが望ましい。 

 

④ 異なる複数学科を有する高等学校の設置 

○ 中南地区における学科の選択肢を維持するため、異なる複数学科を有する高等

学校の設置について、検討する必要がある。 
 

（２）定時制課程・通信制課程の配置等の方向性 

○ 定時制課程・通信制課程については、現在の配置を基本とすることが望ましい。 

  なお、夜間定時制課程については、生徒の志願・入学状況を踏まえ、地区全体の

視点から検討する必要がある。 

○ 工業科については、生徒の志願・入学状況を踏まえ、その在り方を検討する必要

がある。 

 

（３）学校配置に当たっての留意点 

○ 中南地区の学校配置に当たっては、地区全体のバランスを考慮し、弘前市、黒石

市、平川市の三市に高等学校を配置することが望ましい。 

  

３ 

 



 

５ その他（主な意見） 

○ 地区の生徒数が減少していく中にあって、専門高校の学科について精査が必要で

ある。 

○ これからの農業にあっては、マーケティングや経理の知識を身に付けた農業自営

者を育成する必要がある。 

○ 高等学校においても３５人学級の拡充について、検討をお願いしたい。 

○ これからの統合方法としては、学校名を新たなものとし、生徒が新たな学校で学

習するという意識になることが望ましい。 

○ 入学者数の減少による募集停止や統合についてはやむを得ないと思う一方、地域

の高等学校はある意味、文化であり、地域の活力の面からも高等学校が存続できる

かどうかに対する不安もある。 

 

４ 

 



 

 

資料４ 

青森県立高等学校将来構想検討会議地区部会（第６回）資料 

 

 

 

 

 

上北地区の学校配置等に関する 

基本的な方向性（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年１１月６日 

  

 

 



 

 

１ 背景 

（１）地理的状況 

  ○ 上北地区は、十和田市、三沢市、野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、東北町、

六ヶ所村、おいらせ町の２市６町１村で構成され、鉄道等の状況としては東北新幹

線、青い森鉄道、ＪＲ大湊線が運行している。 

 

（２）産業動向 

  ○ 経済活動別構成では県全体と比べると、製造業、農業の割合が高く、サービス業

や卸売・小売業、政府等サービス、不動産業などの割合が低くなっている。 

 

２ 学校規模・配置の状況 

（１）全日制課程の配置状況 

 ○ 第３次実施計画最終年度である平成２９年度における全日制課程の県立高等学校

の配置は、十和田市に普通科が１校、普通科・商業科を有する学校が１校、農業科

が１校、工業科が１校、三沢市に普通科が１校、商業科が１校、野辺地町に普通科

が１校、七戸町に総合学科が１校、六戸町に普通科が１校、六ヶ所村に普通科が１

校、おいらせ町に普通科・家庭科を有する学校が１校の計１１校の予定である。 

 ○ また、学校規模は、１学年当たり６学級が２校、５学級が２校、４学級が３校、

３学級が１校、２学級が３校で、上北地区における平均学級数は３．９学級となる

予定である。 

 

 
 

（２）定時制課程の配置状況 

 ○ 平成２９年度の定時制課程の県立高等学校の配置は、 

  三沢市に普通科が１校の予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

〔 各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（ 第３ 次実施計画よ り ）
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※平成２ ９ 年度の学級数は、 県立高等学校教育改革第３ 次実施計画【 後期】 によるも の。
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（平成２７年４月１日現在の学校配置状況） 
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３ 今後の中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

（１）中学校卒業者数の推移 

 ○ 上北地区の平成２９年３月の中学校卒業者数は、１，９５４人となる見込みで、

第３次実施計画前の平成２０年３月と比較して、３３３人減少している。 

○ 今後も生徒数は減少し、平成３９年３月には１，４５７人（平成２９年３月比４

９７人減少）になるものと見込まれている。 

 

（２）全日制課程の学級数の見込み 

 ○ 平成２９年度の上北地区全体の学級数は４３学級であるが、平成３９年度には

１０～１２学級減少し、３１～３３学級になるものと見込まれる。 

 

 

 

 

  

〔 中学校卒業（ 予定） 者数と 学級数の推移〕

（ 人）

※中学校卒業( 予定) 者数は、 各年３ 月。

　 平成２ ８ 年度以降は、 県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

学　 　 　  級 　 　 　 数

中学校卒業( 予定) 者数

第３ 次実施計画【 前期】

H25までの増減（ 対H20)

△168人

△5cl

H29までの増減（ 対H25）

△165人

△3cl

H39までの増減（ 対H29）

△497人

△10CL～△12CL

第３ 次実施計画【 後期】 （ 学級）

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 2,287 2,222 2,204 2,232 2,128 2,119 2,150 2,062 1,990 1,954 1,884 1,800 1,699 1,615 1,565 1,594 1,579 1,470 1,565 1,457

学級数 51 49 49 49 47 46 46 44 43
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学級数は全日制課程における推移を表したもの 

２ 

 



 

４ 学校配置等の方向性 資料３のＡ 

（１）全日制課程の配置等の方向性 

  ① 普通科等 

○ 上北地区においては、普通科等の重点校を設置することが望ましい。 

また、選抜性の高い大学への進学に対応した取組を行う重点校においては、併

設型中高一貫教育が効果的である。 

○ 英語科については、小学校・中学校・高等学校の各段階を通して系統的な取組

の充実が求められている中、教育課程の工夫等による対応について、検討する必

要がある。 

 

  ② 職業教育を主とする専門学科 

○ 上北地区においては、農業科の拠点校を設置することが望ましい。 

○ 工業科、商業科、家庭科については、中学生の進路の選択肢として維持するた

めの方策を検討する必要がある。 

 

  ③ 総合学科 

○ 上北地区の中学生にとって、総合学科は普通科、農業科、工業科、商業科、家

庭科と並ぶ選択肢としての役割を果たしており、今後も配置することが望ましい。 

  なお、系列については、生徒数の急激な減少や生徒のニーズを踏まえ、見直し

を検討する必要がある。 

 

  ④ 異なる複数学科を有する高等学校の設置 

○ 上北地区における学科の選択肢を維持するため、各学科の専門性の確保に留意

しながら、異なる複数学科を有する高等学校の設置について、検討する必要があ

る。 

   

（２）定時制課程・通信制課程の配置等の方向性 

○ 定時制課程については、現在の配置を基本とすることが望ましい。 

 

（３）学校配置に当たっての留意点 

○ 上北地区の学校配置に当たっては、地区が広範囲にわたることから、公共交通機

関等の通学環境に配慮し、十和田市内、三沢市内に加え、上北郡内においても高等

学校を配置することが望ましい。 

 

  

３ 

 



 

５ その他（主な意見） 

  ○ 重点校の取組として中間まとめに記載されている医学部進学に向けた取組は、医

学部医学科合格に向けた実力養成の議論であり、重点校とは別の議論ではないか。 

  ○ 拠点校は、地区の拠点校という考え方ではなく、オール青森の視点で、より広域

な地域毎の産業構造の特徴を生かしながら考える必要がある。 

  ○ 地区としては、少子高齢化に伴い、将来的に介護士や医師が必要であり、専門職

に就く人財も必要となる。 

  ○ 総合学科の充実のためには、教員数、施設・設備、経費を要することから、ある

程度の規模が必要である。 

  ○ 地域感情としては、学校をなくして欲しくないが、子どもたちのことを考えた魅

力ある新しい学校が設置されれば、地域の方々も納得できるのではないか。 

４ 

 



 

 

資料４ 

青森県立高等学校将来構想検討会議地区部会（第６回）資料 

 

 

 

 

 

下北地区の学校配置等に関する 

基本的な方向性（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年１１月２日 

 

 

 



 

 

１ 背景 

（１）地理的状況 

  ○ 下北地区は、むつ市、大間町、東通村、風間浦村、佐井村の１市１町３村で構成

され、鉄道等の状況としてはＪＲ大湊線が運行している。 

 

（２）産業動向 

  ○ 経済活動別構成では県全体と比べると、電気・ガス・水道業、政府等サービスや

建設業の割合が高く、製造業やサービス業の割合が低くなっている。 

 

２ 学校規模・配置の状況 

（１）全日制課程の配置状況 

  ○ 第３次実施計画最終年度である平成２９年度における全日制課程の県立高等学校

の配置は、むつ市に普通科が２校（うち、校舎制導入校が１校）、工業科が１校、

総合学科が１校、大間町に普通科が１校の計５校の予定である。 

  ○ また、学校規模は、１学年当たり５学級が２校、４学級が１校、２学級が１校、

１学級が１校で、下北地区における平均学級数は３．４学級となる予定である。 

 

 

   

 

 

（２）定時制課程の配置状況 

 ○ 平成２９年度における定時制課程の県立高 

  等学校の配置は、むつ市に普通科が１校の 

予定である。 

      

 

 

 

 

 

  

〔 各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（ 第３ 次実施計画よ り ）

35 35

40

0 

0 

0 

△1 3535

△1 

4cl 6cl 4cl 6cl

0 

0 

4cl 6cl

募集停止

4 1400 

2 70

0 

0 

0 

35 35 35

1 40

5 40 40 40

5 35 35

40 40

175

650

増　 減 △2cl △80人 △1cl △35人

地区計 20 765 18 685 17

むつ工業 5 35 35

2大間 2 70 35 3535 35

35 35

1

70

大湊・ 川内 1 40 40 4040

175 35 35 35

学校名 学級数
募集

人数
学級数

募集

人数

40 40

増減

田名部・ 大畑 1 40

5

40

田名部 6 240

200

40 40 40 40

40 40 40 40 40 200大湊 5

40 5

学級数
募集

人数増減

200

200200

5 40 40 40 40 40

40 40 4040 40 40 40 40 40△1 

普通科等 職業学科 総合学科

※平成２ ９ 年度の学級数は、 県立高等学校教育改革第３ 次実施計画【 後期】 によるも の。

大間高

むつ工高

大湊高

大湊高
川内校舎

田名部高

普通科の高校 

専門学科の高校 

総合学科の高校 

（平成２７年４月１日現在の学校配置状況） 

１ 

 



 

 

３ 今後の中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

（１）中学校卒業者数の推移 

○ 下北地区の平成２９年３月の中学校卒業者数は、６９２人となる見込みで、第３

次実施計画前の平成２０年３月と比較して、２０４人減少している。 

○ 今後も生徒数は減少し、平成３９年３月には５０５人（平成２９年３月比１８７

人減）になるものと見込まれている。 

（２）全日制課程の学級数の見込み 

○ 平成２９年度の下北地区全体の学級数は１７学級であるが、平成３９年度には３

～５学級減少し、１２～１４学級になるものと見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〔 中学校卒業（ 予定） 者数と 学級数の推移〕

（ 人）

※中学校卒業( 予定) 者数は、 各年３ 月。

　 平成２ ８ 年度以降は、 県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

中学校卒業( 予定) 者数

学　 　 　  級 　 　 　 数

第３ 次実施計画【 前期】

H25までの増減（ 対H20)

△114人

△2cl

H29までの増減（ 対H25）

△90人

△1cl

第３ 次実施計画【 後期】

H39までの増減（ 対H29）

△187人

△3CL～△5CL

（ 学級）

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 896 865 817 839 837 782 790 743 697 692 690 656 569 568 580 522 569 486 549 505

学級数 20 20 19 20 19 18 18 18 17

0

10

20

0

250

500

750

1,000

学級数は全日制課程における推移を表したもの 

２ 

 



 

４ 学校配置等の方向性 資料３のＡ 

（１）全日制課程の配置等の方向性 

  ① 普通科等 

○ 下北地区においては、普通科等の重点校を設置することが望ましい。 

なお、重点校の学校規模については、当地区の特性に配慮し、１学年当たり６

学級に満たない場合でも、柔軟に対応する必要がある。また、重点校としての役

割を果たすため、単位制の導入について検討する必要がある。 

○ 英語科については、普通科においても同様の英語力が求められている中、学校

全体としてグローバル教育に対応するなど、その在り方を検討する必要がある。 

 

  ② 職業教育を主とする専門学科 

○ 下北地区においては、将来の地区の学級数を考えると、拠点校を設置すること

は難しい。 

○ 工業科については、中学生の進路の選択肢として維持するための方策を検討す

る必要がある。 

 

  ③ 総合学科 

○ 下北地区の中学生にとって、総合学科は普通科、工業科と並ぶ選択肢としての

役割を果たしており、今後も配置することが望ましい。 

  なお、系列については、生徒数の急激な減少や生徒のニーズを踏まえ、見直し

を検討する必要がある。 

 

  ④ 異なる複数学科を有する高等学校の設置 

○ 下北地区において学科の選択肢を維持するため、異なる複数学科を有する高等

学校の設置について検討する必要がある。 

 

（２）定時制課程・通信制課程の配置等の方向性 

○ 定時制課程については、現在の配置を基本とすることが望ましい。 

 

（３）学校配置に当たっての留意点 

○ 下北地区の学校配置に当たっては、公共交通機関等の通学環境に配慮し、むつ市

内に加えて、下北郡内にも高等学校を配置することが望ましい。 

  

３ 

 



 

５ その他（主な意見） 

○ 今後も少子化が続く中で、下北地区での連携型中高一貫教育の実践は難しいもの

と考える。 

○ 学校活動の維持のためには、基本的に４学級以上の学校規模は必要である。また、

高等学校の配置については、通学の面から十分検討する必要がある。 

○ 生徒数が減って、高等学校の小規模化が進むのは仕方ないが、希望する全ての子

どもが高等学校に通えるような学校配置が必要である。 

○ 小規模校であっても質の高い教育活動を維持する必要がある。 

○ 生徒数が減少している中にあって、様々な地域から生徒を募集することは良いと

思うが、現実的には非常に難しいと思う。そのような場合には、高等学校の所在す

る自治体の協力が必要になる。 

４ 

 



 

 

資料４ 

青森県立高等学校将来構想検討会議地区部会（第６回）資料 

 

 

 

 

 

三八地区の学校配置等に関する 

基本的な方向性（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年１１月４日 

 

 

 

 



 

１ 背景 

（１）地理的状況 

  ○ 三八地区は、八戸市、三戸町、五戸町、田子町、南部町、階上町、新郷村の１市

５町１村で構成されている。鉄道等の状況は、東北新幹線、ＪＲ八戸線、青い森鉄

道が運行している。 

 

（２）産業動向 

  ○ 経済活動別構成では、県全体と比べると、製造業、卸売・小売業、運輸業、サー

ビス業の割合が高く、建設業や政府等サービスの割合が低くなっている。 

 

２ 学校規模・配置の状況 

（１）全日制課程の配置状況 

 ○ 第３次実施計画最終年度である平成２９年度における全日制課程の県立高等学校

の配置は、八戸市に普通科が４校、工業科が１校、商業科が１校、水産科が１校、

三戸町に普通科が１校、五戸町に普通科が１校、田子町に普通科が１校、南部町に

農業科が１校の計１１校の予定である。 

○ また、学校規模は、１学年当たり７学級が１校、６学級が３校、５学級が１校、

３学級が３校、２学級が２校、１学級が１校で、三八地区における平均学級数は４．

０学級となる予定である。

 

 

（２）定時制課程・通信制課程の配置状況 

  ○ 平成２９年度における定時制課程の 

県立高等学校の配置は、八戸市に普通 

科の３部制が１校、工業科が１校の計 

２校の予定である。 

  ○ また、通信制課程の県立高等学校の 

配置は、八戸市の普通科１校の予定で 

ある。 

       

 

 

〔 各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（ 第３ 次実施計画よ り ）
募集

人数
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募集停止
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募集
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学級数6cl 増減 増減

※平成２ ９ 年度の学級数は、 県立高等学校教育改革第３ 次実施計画【 後期】 によるも の。

八戸北高
南郷校舎

田子高
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名久井農業高
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八戸工業高

（平成２７年４月１日現在の学校配置状況） 

普通科の高校 

専門学科の高校 
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３ 今後の中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

（１）中学校卒業者数の推移 

○ 三八地区の平成２９年３月の中学校卒業者数は、２，８７９人となる見込みで、

第３次実施計画前の平成２０年３月と比較して、６４０人減少している。 

   今後も生徒数は減少し、平成３９年３月には２，３４６人（平成２９年３月比５

３３人減少）になるものと見込まれている。 

 

（２）全日制課程の学級数の見込み 

○ 平成２９年度の三八地区全体の学級数は４４学級であるが、平成３９年度には６

～８学級減少し、３６～３８学級になるものと見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〔 中学校卒業（ 予定） 者数と 学級数の推移〕

（ 人）

※中学校卒業( 予定) 者数は、 各年３ 月。

　 平成２ ８ 年度以降は、 県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

中学校卒業( 予定) 者数

学　 　 　  級 　 　 　 数

第３ 次実施計画【 前期】

H25までの増減（ 対H20)

△423人

△10cl

H29までの増減（ 対H25）

△217人

△4cl

第３ 次実施計画【 後期】

H39までの増減（ 対H29）

△533人

△6CL～△8CL

（ 学級）

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 3,519 3,465 3,522 3,361 3,275 3,096 3,137 2,926 2,957 2,879 2,776 2,736 2,515 2,375 2,465 2,332 2,322 2,293 2,289 2,346

学級数 58 55 56 52 51 48 49 46 44
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学級数は全日制課程における推移を表したもの 

２ 

 



 

４ 学校配置等の方向性 資料３のＡ 

（１）全日制課程の配置等の方向性 

  ① 普通科等 

○ 三八地区においては、普通科等の重点校を設置することが望ましい。 

また、重点校における併設型中高一貫教育は有効な制度だと考えられることか

ら、導入について検討する必要がある。 

○ スポーツ科学科については、                 。 

  また、表現科については、                 。 

 

  ② 職業教育を主とする専門学科 

○ 三八地区においては、    科の拠点校を設置することが望ましい。 

○ 農業科、工業科、商業科、水産科については、中学生の進路の選択肢として維

持するための方策を検討する必要がある。 

 

  ③ 総合学科 

○                               。 

 

  ④ 異なる複数学科を有する高等学校の設置 

○ 三八地区における学科の選択肢を維持するため、施設・設備等の教育環境に配

慮しながら、異なる複数学科を有する高等学校の設置について、検討する必要が

ある。 

 

（２）定時制課程・通信制課程の配置等の方向性 

○ 定時制課程・通信制課程については、現在の配置を基本とすることが望ましい。 

○ 工業科については、生徒の志願・入学状況を踏まえ、その在り方を検討する必要

がある。 

 

（３）学校配置に当たっての留意点 

○ 三八地区の学校配置に当たっては、公共交通機関等の通学環境に配慮し、八戸市

内に加えて三戸郡内にも高等学校を配置することが望ましい。 

 

  

３ 

 



 

５ その他（主な意見） 

○ 重点校と重点校以外の学校との連携については、夏季休業中や冬季休業中に合同で

行う講習等が考えられる。 

○ 重点校を設置することは賛成である。少子化に伴う高等学校の小規模化という課題

を解決するためにはオール青森の視点による６地区にとらわれない再編が必要である。 

○ 学習意欲や興味・関心、能力等が多様な生徒の在籍する学校では単位制は効果的だ

と思うが、ほとんどの生徒が大学進学するといった均質な生徒が多い学校において単

位制を導入することについては慎重になるべきである。 

○ 連携型中高一貫教育については、連携をしている中学校の生徒数が減少しているこ

ともあり、以前に比べて連携の規模が縮小している。 

○ 地区に拠点校は必要であり、専門学科に関する基礎的な教育を地域の高等学校で担

ってもらいたい。そのことにより人財や技術の流出が防げるのではないか。 

○ 関係市町村と中学生の保護者との考えにずれがあると感じる。保護者の多くは、部

活動等が充実した大きな学校に入れたいと考える。 

○ 地域の立場として学校を残したいという考えも、親の立場で充実した施設の学校に

通わせたいという考えも、両方理解できる。 

○ 生徒・保護者・地域のニーズを大事にしながら次期計画を進める必要がある。 

 

４ 
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